



渡 辺 精 一
歳入 ・歳出構造 にみる特徴
1992年5月 に,沖 縄 が 日本へ復帰 して,20年 を
経過 した。沖縄 が要求 した"つ ぐないの心"に,
日本政府が一定 の措置で こたえ,そ して流 れたこ
の20年 間 に,沖 縄 は,あ るいは変 わ り,あ るいは
変 わ らなか った。変わ り,変 わ らなか った ものに
対す る実証や評価が,社 会 ・経済 ・政治 ・文化 な
ど広 く諸分野にわた って,現 に試み られて きてい
る。その うち,沖 縄 の財政一一 沖縄 の県財政 を中
心 に市 町村財 政 を適 宜加 えて に視野 を限 っ
て,そ の一端を,こ こで試 みてみよ うか と思 う。
その際 作業 は,時 間の経過を追 う縦 の視点に,
全国平均や他 団体 と比較す る横 の視点 を,な るべ
表1諸 指標の沖縄 ・宮崎両県比較




























(注)① 「都市人 口比率」 は県人 口に占める市 部人 口比率。
1990年3月31日 現在,住 民基本 台帳人 口。 ② 「1人
あ たり県民所得 」 は1988年 度。 ③ 「財政規模」 は1
人 あ た り県 歳 出決 算 額 。1988年 度。 人 口 は総 務 庁
1988年10月1日 推計人 口。④ 「財政力指数」 は1986
～88年 度 の平均。⑤ 「順位」 は都道府 県順位。
(資料)自 治省 『全国人 口世 帯数表 ・人 口動 態表』。 経済 企
画庁 『国民経済 計算表』,『県民経済計算』。 自治 省
『都道府 県決算状況調』。
く組み合 わせ るよ うに してみたい。比較対象の団
体 には,い くつかの指標で類似 している宮崎県を
とりあげてみ ることにす る(表D。 まず,歳 入 ・
歳 出の構造 を概観 することか ら始 めよ う。
県財政の歳入構成比 の推移を示 した表2に よれ
表2県 財政主要歳入構成 C%)
県 地付 国出 県 そ 一 依B
方税 庫金 の 計
般A
財+ 磁
年度 税A 交B 支C 債D 他 源B 源D
1972 8.1 44.9 33.7 6.5 6.8 100.0 53.0 85.1
74 12.8 34.4 1'1 3.0 9.5 100.0 47.2 77.7
沖
76 12.2 33.3 42.3 6.6 5.6 100.0 45.5 82.2
7s 11.1 31.8 45.3 5.9 5.9 100.0 42.9 83.0
80 11.7 30.5 44.1 5.8 7.9 100.0 42.2 80.4




















88 14.4 30.3 33.3 13.3 8.8 100.0 44.7 76.8
90 14.1 33.9 30.2 11.3 10.5 100.0 48.0 75.4
・'1 14.2 28.5 36.3 10.4 10.6 ioo.o 42.7 75.2
宮 82 13.2 31.8 34.4 9.3 11.3 100.0 45.0 75.5
84 15.5 29.9 31.9 ll.5 11.2 100.0 45.4 73.3
86 15.0 ss.7 28.6 11.5 11.2 loa.o 48.7 73.8
崎 88 16.2 35.6 25.8 11.9 10.5 100.0 5L8 73.3
90 15.9 39.0 24.4 9.3 11.4 100.0 54.9 72.7
':1 32.7 17.4 27.0 8.4 14.5 100.0 50.1 52.8
全 82 33.3 17.9 25.6 8.5 14.8 100.0 51.2 52.0
84 3fi.0 15.9 24.1 8.4 15.6 ioo.o 51.9 48.4
86 36.8 17.2 21.9 8.7 15.4 100.0 54.0 47.8
国 88
・ 17.Q 18.3 8.2 14.7 100.0 .. 43.5
so 39.9 18.2 16.8 7.3 17.81 ioa.o 58.1 42.3
(注)① 「沖縄」 の1972年 度 は10.5ヵ 月分 の決算で ある。
② 「一般財 源」 および 「依存財源」 に地 方譲与税 を含
ん でいない。
(資料)『 地方財政 統計年報』各年 版。
2 復帰20年 の沖縄 財政
ば,お よそ次 の諸点が指摘 できる。すなわち,県
税 の比重が全国 のそれに比べて遙かに低 く,宮 崎
のそれを も常 に下回 っている。 したが って地方交
付税 の比重 は逆 に全国をかな り上回 ることとな っ
てい るが,僅 かであ って も常 に上回 っているはず
だと思 える宮崎 に,1982年(昭 和57年 度)以 降 は
逆 に下回 り続 けることとなっている。次 に国庫支
出金 の比重 は全国のそれを大幅に上回 り,宮 崎に
対 して も常 に一定の幅を もって上回 っている。他
方,県 債 の水準 は低位 を保 ってきた ものの,1988
年度(昭 和63年 度)以 降 は突如 と して全国の比率























































































































































































































た。以上の結果,… 般財源 は,全 国 の比重 を一定
の幅を もって常 に下回 っている宮崎を,さ らに一一
定 の幅を もって下回 ることとなった。 また依存財
源は,逆 に,全 国 の比重を常 に大幅 に上 回 ってい
る宮崎を,さ らに一定 の幅を もって上回 ることと
なっている。以上 の簡単 な描写 のなかか ら,地 方
交付税 による財政調整 のやや至 らぬぶんを,大 き
く上回 って国庫支出金 がカバー し,結 果 として財
源全体 の4分 の3以 上 を国 に依存す る構造 とな っ
て いる点を,と くに注 目してお きたい。宮崎 にっ
いて もおおむね同様 にいえ るものの,国 庫支出金
のカバーは,し たが って財源全体 に占める依然財
源の割合 もまた,沖 縄 ほどではない。
以上 の特徴 は,市 町村財政の場合に も,お おむ
ね,い え る(表3)。 ただ,地 方交付税 の比重 が宮 崎







(注)① 「沖縄 」の1972年 度 は10.5カ 月分 の決 算で ある。
② 「全国」の市町村 に は,大 都市 および特別区 を含 ま
ない。③ 「一般財 源」 お よび 「依存 財源」 に地方譲 与
税を含んで いない。
(資料)『 地方財政統計 年報』,沖 縄 県 『市町村行財政概要』,
それ ぞれ各 年版。
表4県 財政主要性質別歳出構成 (%)
人 補 普事 公 そ
件
助
費 遽業 債 の 計
年度 費 等 設費 費 他
1972 50.6 8.8 20.0 3.4 17.2 100.0
74 41.9 8.1 32.6 1.9 15.5 ioo.o
沖
76 46.0 6.9 31.9 2.3 12.9 100.0
78 39.1 6.0 39.5 2.6 12.7 100.0
SO 37.0 6.3 4Q.1 2.9 13.7 100.0
82 36.5 6.0 39.5 3.9 14.0 100.0
84 s7.a 6.3 36.8 5.3 14.7 100.0
縄 86 38.9 6.7 33.6 6.1 14.7 100.0
88 35.9 6.2 34.4 6.0 17.5 100.0
90 36.8 7.7 X2.9 6.2 16.3 100.0
"1 32.0 6.4 37.4 6.0 24.2 100.0
宮 82 31.8 6.2 35.1
8.3 18.6 loo.o
84 32.2 7.1 34.2 10.9 15.6 100.0
86 33.5 7.7 33.0 12.0 i3.8 100.0
崎 88 32.0 7.3 32.8 11.3 11.3 100.0
90 29.6 7.6 29.7 9.0 24.1 ioo.o
・'1 36.9 9.4 30.2 6.3 23.2 100.0
全 82 36.2 $.1 28.0 7.8
19.9 lao.o
84 36.8 la.o 26.5 8.8 i7.s 100.0
86 36.5 10.5 26.1 9.1 17.8 100.4
国 88 33.7 11.3 28.3 8.3
.,
100.0




また依然財源 の比重 は60%前 後程 度 にとどま っ
ている,な どの点 が少 々異 なる。
次 に歳 出構成 を,性 質別分類か ら見ていこう。
表4に よれば,ま ず補助費等 の比重 は,全 国のそ
れ より一定の幅 を もって下回 ってい る宮崎の場合
を,僅 かなが らさ らに下回 り続 けている。次 に公
債費 の比重 は,宮 崎を全国がおおむね下回 る傾 向
があるのだが,そ の全国の比重を沖縄 はさ らに下
回 っている。だが,最 近 は僅かずつなが ら上昇す
る傾向を見せて,全 国の比重 に近 づ きっっあ る。
次 いで人件費 の比重 は,宮 崎 を常 に上回 っている
全国のそれ とほぼ同水準だ ったのだが,80年 代半
ば ごろか ら確実に上回 るよ うにな って きている。
それに比 べて普通建設事業費の場合 は,一 定 の幅
を もって常 に全国 の比重 を上回 ってい る宮崎のそ
れを,沖 縄 の比重 はさ らに毎年度2～3%ほ ど上
3
回 っている。以上 を概観す るなかか ら,人 件費 ・
公債費 などよ り成 る義務的経費の比重が,宮 崎 を
目立 って上回 って全国水準 に接近 してお り,最 近
における公債費の比重の動向次第 では全国 の比重
を上回 り続 けるよ うにな るだ ろうことが,ひ とっ
注意 され る。 もうひとつ,普 通建設事業費の比重
の高 さに も注意 してお きたい。
続いて目的別分類 で歳出構成を見 ると(表5),
農林水産業費 の比重が宮崎 のそれを僅かに下回 り
なが ら,し か し全国水準 をかな り上回 っている。
宮崎 と全国 の比重 を常 に上回 っている経費に,上
回 りかたの小 さいほうか らあげると,衛 生費 ・民
生費そ して教育費がある。残 る土木費 の比重が最







































































































































































































































































































































































































































































(注)「 沖縄」 の1972年 度 は1p.5カ 月分の決算 であ る。
(資料)『 地方財政統 計年報J,沖 縄県 『市 町村行財政概要 』
(資料)『 地 方財政統計年 報』各年版。 それ各年版。
4 復帰20年 の沖縄財 政
らすれば,さ きの普通建設事業費 の比重 の大 きい
ことは,土 木費以外 の これ らの経費 とかかわ りが
あ るのか もしれない。
市町村財政の歳 出構成で は,県 の場合 と,多 少
趣 きを異にする。 まず性質別分類では(表6),補
助費等 や公債費が宮崎 と全国 の比重 を下回 ってい
るのは県 の場合 と同様 だが,お おむね宮崎や全国
と同水準 にあるといえ る人件費 と,そ して公債費
とが,と くに比重 を高めて きているとい うことが
見 られないために,そ れ らを含む義務的経費が全
国水 準 を上 回 る懸念 は直 ち には生 じな い。 ただ
し,宮 崎 と全国の人件費や公債費の比重のほ うが
最近,低 ド傾向を示 してい るので,そ の影響か ら,



































































か,物 件費 の比重が沖縄の場合 はやや高い こと,
しか し普通建設費 の比重 は目立 って高 いこと,な
どが特徴的である。
目的別分類では(表7),衛 生費の比重 が宮崎 と
全国 のそれよ り低 いこと,お よび民生費の比重 が
全国のそれよ り僅か に高 いとはいえ るものの,宮
崎 とおおむね同水準であ ること,な どが県の場合
とやや異 なる。土木費 の比重が,宮 崎より大幅 に,
そ して全国 と比べて もおおむね明 らか に上回 って
いるの も,県 の場合 と異 なる点であ る。教育費の
比重は,県 の場合 と同様 に,高 い。
以上,歳 入 と歳 出の両面で大雑把に とらえたい
くっかの特徴を,次 に少々追 ってみることに した
い。 その場合,歳 入面で比重 の高 さが 目立 った国
庫支 出金を,と りあえずの手がか りとしよう。
国庫支出金をめぐる特徴
国庫支出金 は,ど んな経費 に,ど の程度振 り向
表8
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生負 児負 老負 普業 委 そ
活 童 人 通費
保担 保担 保担 建支 託 の
護 護 護 設出
年度 費金ユ豊奎 費金 事金 金 他
・'1 11.9 7.J 2.0
」
62.7 1.i 17.8
沖 82 14.2 7.9 2.5 59.0 o.g 15.4
84 14.6 8.8 2.? 59.4 o.s 13.7
86 13.5 6.1 2.1 62.8 1.0 14.5




-___1 2.7 55.4 1.4 19.4
1980116.0112.8 3.4 40.6 1.0 26.2
宮
i






















s.o 46.6 2.1 29.5
全 82117.2 8.2 3.6 41.5 1.5 31.0
84121.8
匹
9.6i4.6 42.6 1.8 19.6












































































































































































諸 地 r哺_」 国
般 庫
収 方 財 計 支
源 出
入 債 等 金
}
一 『 51.7 ・ 42.6
1.8 一 11.6 7.7 6.5
0.0 一 4.3 2.7 2.3
16.7 85.3 11.5 32.9 34.8
5.8 56.9 4.5 25.1
134・51
5.8 53.7 2.8 20.3 i28』1
一
3.2 L7 4.8 6.5
一 3.2 1.3 3.4 4.6i
4.2 1' 7.0 6.$ 」
4.2 1 6.3 6.3
i
-『1
一 一 一 一 0.7 0.5 一i
胃 一 }一 0.3 0.2 一'1
5
けられているか。表8に よれば,沖 縄県財政にお
ける国庫支出金 は,宮 崎 や全国 に比べて,児 童 ・
老人保護費で少 な く,逆 に普通建設事業費へ大幅
に振 り向 けられている。市町村財政 の場合 も,沖
縄 のほうが少 ない経費に生活保護費が加 わるほか
は,県 財政の場合 とおおむね同様であ る(表9)
。
そこで,以 上の特徴 を,最 近,す なわ ち1990年
度(平 成2年 度)決 算 について,や や立 ち入 って見
てみよ う。各種財源 の性質別経費構成を県財政に
ついて示 した表10に よれば,国 庫支 出金 は全国
平均 に比べて遙か に多 くの割合が普通建設事業費
に向 けられてい る。その割合 は53 .5%に 達 してい
て,国 庫支 出金の半分 を超 えている。 そ して,そ
の,県 と市町村への配分 も,と もに全国平均を大
幅に上回 って いる。ついでなが ら,そ の反面,国
庫支出金 の人件費への配分割合が,全 国平均を大
幅 に下回 ることとなった。
表10と 同様 の ことを,今 度 は目的経費別配分
について見 よ う。 それを示 したのが,表11で あ
る。 それによればiさ きに表8で 見たよ うに,民
生費関係経費への国庫支出金 の配分割合が,全 国
に比 べて沖縄 では少 ない。教育費につ いて も同 じ
(%)







































































































































































































































































































































































































































































































































































(資料)表10の 資料 に同 じ。
表12性 質別経費の財源構成(1990年 度県財政)
(%)














































































































































































































































































































































































































0.4 3.9 78.9 11.9 ioo.o 2.1 0.3 0.1 2.2 2.3 82.3 10.7 100
o.r 『 :!/ 19.9 100.0 Q.8 o.o 0.1 21.2 0.5 70.8 6.6 100.
0.5 1.8 57.5 一 100.0 25.2 1.4 2.7 3.1 o.s fi5.5 1.s 五〇〇.
Q.1 一 74.6 一 100.0 13.2 1.5 3.9 6.1 1.6 70.9 8.8 100.
0.4 5.5 56.2 心 100.0 19.4 i.s 3.4 2.0 0.6 72.5 2.5 100.
1.2 o.s 61.2 一 100.0 30.6 1.6 i.4 2.2 0.3 ss.o 0.9 100.
0.3 2.3 74.0 0.6 100.0 11.9 4.1 0.4 7.6 4.3 7Q.7 1.0 goo.
































































『 48.1 26.7 0.1 100.0 4.5 5.3 2.9 3.8 27.0 53.0 6.5 100.
} 一
100.0 『 100.0 0.4 } 0.3 2.0 o.i 96.2 1.0 100.
1.5 　 37.2 16.6 100.0 s.4 0.5 3.7 5.3 18.5 50.5 i2.1 100.
} 42.4 10.0 1.6 ioa.a 15.6 10.0 o.o 21.5 18.5 31.6 2.8 1QO.
o.o 1.9 64.7 1.4 100.0 27.5 3.2 o.o Q.7 1.5 66.4 0.7 goo.
0.7 11.5 53.8 2.0 100.0 16.1 2.1 1.4 6.0 7.3 64.5 2.6 iao.
である。反面,農 林水産業費 と土木費への配分割
合 は,大 幅に多 い。土木費 の内訳 で とくに多 いの
は,道 路 ・港湾 ・住宅の各経費である。
今度 は,角 度を変えて見 よう。各経費 ごとの財
源構成に占ある国庫支 出金 の割合 はどうか,に っ
いてである。まず,表12に よ って,性 質別経費 ご
とに見 てみ よう。普通建設事業費の うち,補 助事
業 費 の財 源 構成 に占 め る国庫 支 出金 の割 合 は
62.5%に 達 してお り,全 国平均42 .7%の1.5倍 ほ
どとなっている。 ただ し補助金 として市町村へ回
す場合の財源構成 に占ある補助金 の割合 は,逆 に
全国のそれ より低 い。すなわち,県 独 自の補助が,
それだけ多 くな っている。
同様 のことを次 に目的別経費 ごとに見 ると(表
13),さ きに表11で 見た国庫支出金の配分割合が
全国 のそれよ り低 い民生関係経費 と教育費 とは,
それぞれの財源構成に占める国庫支 出金 の割合 を
全国 のそれよ り高 めてい る。同 じ表11で 逆 に国
庫支出金の配分割合の高か った農林水産業費 と土
木費 とは,こ の表13の 財 源構成 にお ける国庫支
出金の割合を,全 国のそれ より2倍 ない し3倍 近
くまで高 めている。 さきの,道 路 ・港湾 ・住宅 は
もとよ り,と くに都市計画関係諸経費 における国
庫支 出金の占あ る割合の高 い ことが,こ こで は注
目され る。
改めて目を向けたい。表10と11,お よび表12
と13と で概観 した,沖 縄県財政 においての国庫
支出金 をあ ぐるい くっかの特徴 は,な ぜ もた らさ
れたのか。 その答えは,国 庫補助負担率が沖縄 に
対 しては特例的 に高率 とされて きたか らだ,と い
うところにある。第1に,そ の結果,沖 縄への国
庫支出金 の交付額が多額 にのぼ った。す なわち,
1990年 度決 算 にお ける1人 あた りの国庫 支出金
の額 は,全 国 平 均 の59,432円 に 対 し,沖 縄 は
120,389円 であった。 普通建設事業費を例 にとれ
ば,20,111円 に対 し,61,619円 であった。そ して
第2に,市 町村の補助事業 より県のそれにかか る






















事 業 名 1984 1990 1984 1990










地すべり防止事業(渓 流) 8/10 8/10
2/3 5.25/IO
海岸事業(高 潮 ・浸食) 10/10 8.75/10
1/2 1/2
-1
r-一般 国 道(舗 装 新 設2A) 10/10 s.75/io 3/4 5.25/10
改修 ・県道(舗 装新設) 10/10 8.75/10
2/3 5.25/10
、市町村道(舗 装新設) 8/10 8/10
2/3 5.25/10


















































2/3 4/10以 下 4/10以 下
廃棄物処理施設整備 1/2





















一般造林 ・森林総合整備事業 2/3 2/3i3/10 3/1
　 一 一 一 一





そこでいま,沖 縄特例 としての補助負担率 の例
を一覧表示 してみ ると,表14の とお りであ る。表
の うち,1990年 度 は全国的に行われた補助負担率
の大 幅 カ ッ ト後 の率 を示 してお り,1984年 度 は
カ ッ ト前 の率を示 している。一覧 してわかるとお
り,ほ とんどすべての事業 にっいて,沖 縄は一般
に対 して高率であ る。ただ し,中 小河川 ・砂防 ・
海岸 ・港湾 ・空港な どの高率 に比べ,住 宅 ・ド水
道 ・環境衛生な どの率 は低 い。 これ らの事業の率
が低 いとい うことは一般 にっいて もおおむね いえ
ることなのではあるが,沖 縄の場合 はそれがと く
に強調 されてよい事情がある。す なわち,高 率の
事業 と低率の事業 との間の開 きが,沖 縄 ではよ り
大 きいとい うことである。それは,沖 縄特例 とし
復帰20年 の沖縄財政
ての率 の引 き上 げかたが,率 の低 い事業で はよ り
小 さいことに起因す る。た とえば,一 般の場合の
補助負担率が同 じ2分 の1で あって も,沖 縄特例
と しての率 は,河 川 ・砂 防 ・海岸 な どで は10分
の10に まで引 き上 げ られて いたのに,公 営住宅
(1種)は3分 の2に とどめ られ,公 園(施 設)な ど
は10分 の5と 据え置かれていた。そ して,高 率の
事業 は県の,ま た低率の事業 は市町村の,そ れぞ
れ事業であるということがおおむね いえ る。それ
を端的 に示 してい るのが,道 路事業である。 すな
わち,た とえば舗装新設 にお いて,一 般 の場合 の
率 が3分 の2で あ るのに,沖i縄 の場 合 は県道10
分 の10,市 町村道10分 の8と 区別 した。 街路事
業 について も,ま った く同様 である。 さきの,表
10～13で 見た国庫支出金をめ ぐる特徴 は,以 上の
結果,も た らされたものであ る。
行政投資の動向
さきに,過 半 の国庫支出金が普通建設事業 に配
分 されているのを知 った。 それ はとりもなおさず
国の関心が,他 県の場合を遙かに超 えて,沖 縄 の
行財政 に,建 設事業 をとお して広 く及んでいるこ
とを示す。 そ こで,そ の事業の動 向を,も う少 し





まず,表15に よ って1人 あた り行 政投資額 を
宮崎 と比較す ると,宮 崎 ・沖縄両県 とも全国水準
を上回 って い る ものの,表1次 石油危 機 直後 の
1975(昭 和50)・76・77の3年 度を除 いて,あ と
はおおむね沖縄 の上回 りかたのほ うが大幅に大 き
い。 可住地単位面積あた り投資額で比較す ると,
宮崎が全国¥1均 をかな り下回 って いるぶん,両 県
の開 きは拡 大す る。全 国 に対 す る構 成比 で見て
も,さ きの3年 度 を除いて,両 県 の開 きは大 きい。
それ らの理由は,前 節 で見たように,主 と して補


























可住 地 単位 構 成 比
面 積(ll㎡)
あたり投資額(%)
沖 縄 宮 崎 沖 縄 宮 崎 沖 縄 宮 崎
49 106 皿 6510.44 1.03
its ias 一 一 6611.15 1.04
142 100 一 6111.31 1'.
107 105 92 9511.00 1.02
110 142 106 7111.03 i.oa
119 118 11618211.12 1.15

















































(注)「1人 あた り投資額」 「可住地単 位面積 あた り投 資額 」
はと もに対全国指数(全 国=ioo)。 「構成比」 は全国
に対 す る比。
(資料)自 治省 『行政投資』各年 版。
表16事 業目的別1人 あたり投資額の推移


































































































(注)対 全国 指数で ある(全 ‐goo)。
(資料)自 治 省 『行政投資』各 年版。
生活 ・産業 などの行政投資 の事業 目的別 に,1
人 あた り投資額 を全国比 の指数 で示 した表16に
io 復帰20年 の沖縄財政
表17事 業目的別投資構成の推移(%)
1972 75 78 81 84 87 89
生 活 42.4 44.7 41.1 49.0 44.3 43.1 45.5
沖 産 業 33.0 29.3 26.7
24.5 27.4 29.0 26.2
農 林 8.0 8.4 11.1 12.9 12.0 14.3 14.9
国 土 6.8 2.4 3.4 4.0 4.2 4.4 4.8
縄 その他 9.8 15.3 17.7 9.6 12.1 9.2 8.6
計 100.0 loo.o 100.0 100.0 100.0 100.0 100.Q
生 活 29.4 25.2 32.8 32.9 35.3 35.5 3.5
宮 産 業 23.9
.・ 24.3 1g.9 20.5 23.9 23.8
農 林 15.4 14.6 1fi.3 18.3 17.7 17.9 16.9
国 土 12.6 8.4 9.1 10.1 9.6 11.4 10.5
崎 その他 .. 27.1 17.5
..
.. 16.8 1L4 15.3
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ioo.o ;100.0
生 活 43.9 41.8 42.4 43.8 42.6 45.5
1
46.8
全 産 業 23.5 15.1 15.0 14.9 16.6 20.1
・ ・
農 林 9.5 8.3 9.8 iO.2 10.0 10.5 9.6
国 土 8.0 6.6 7.9 7.9 7.9 9.5 s.o
国 その他 15.1 28.3 24.8 23.2 22.9 14.5 14.7
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 loo.oloa.o
表19生 活環境投資の構成 (%)




沖縄 宮崎 全国 沖縄 宮崎 全国
国 県 道 63.1
.. 76.6 72.7 70.9 84.6
港 湾
・ ・ 8.1 12.7 20.7 19.1 9.8
港 湾 整 備 0.4 1.6 4.9 1.3 一 0.8
空 港 11.9 1.9 2.6 4.8 9.9 3.3
工業用水道 4.7 0.4 3.2 o.s 1.1 1.5
計 100.0 100.0 goo.0 100.0 goo.0 100.0
(資料)自 治省 「行政 投資』各年版。
よれ ば,復 帰 の年で あ った1972年 度(昭 和47年
度)を 除 いて,お よそ次のよ うな ことがいえる。1
っ,「 国土」を除 く 「生活」「産業」「農林」で,沖
縄 は全国平均を上回 っている。2つ,宮 崎の 「生
活」が全国平均を下回 っているぶん,沖 縄の 「生
活」の上回 りかたが 目にっ く。3っ,「 産業」の上
回 り幅 は大幅で,表 で見 る限 り,1984年 度(昭 和
59年 度)は 全国平均の2.5倍 にまで達 した。4っ,
「生活」 と 「産業」 は1980年 代前半を頂点 に低下
を見 せて いる。「産業」の低下速度 は早 い。5つ,
逆 に 「農林」 は復帰後一貫 して上昇を続 け,近 年
1976年 度 his
区 分
沖縄 宮崎 全国 沖縄 宮崎 全国
市 町 村 道 7.9
., 1 16.5 17.3 12.4
街 路 3.8 9.0 5.1 6.6 7.5 7.5
都 市 計 画 5.7 9.6 5.6 15.6 10.0 9.4
住 宅 8.8 i6.6 19.7 12.0 9.6 12.1
環 境 衛 生 4.6 3.8 5.2 i.a 5.9 4.5
厚 生 福 祉 5.0 3.2 4.5 3.0 5.4 4.6
病 院 1.5 1.5 1.4 2.0 1.4 1.9
国民健康保険 　 } 0.0
一 0.4 o.o
公立大学附属病院 　 } o.o
一 一 o.o
文 教 施 設 32.7 24.8 24.0 19.3 24.4 20.5
水 道 1' 8.1 11.7 16.5 6.9 9.4
公 共下 水道 6.0 4.7 11.8 7.4 11.5 17.7
計1 100.0 100.0 100.0100.01 0.0 100.0
(資料)自 治省 『行政投 資』各年版。
は宮崎のそれを上回 って,全 国平均の2倍 に達す
るほどとなった。 そ して6っ,「 国土」 の低水準
は,宮 崎のそれが全国平均を上回 り続 けているぶ
ん,目 立 つ。
しか し,目 を転 じて,事 業 目的別配分 を構成比
によ って見 ると,事 情 が多少変わ る。すなわち表
17に よれば,沖 縄 が常 に全国平均を上回 って いる
の は 「産業」 と 「農林」で,「 産業」の上回 り幅が
大 きい。「生活」は宮崎を人幅に上回 って はいるも
のの,全 国平均 を も上回 って い るとはいい きれ
ず,お おむね同水準 で推移 してい る。そ して,「生
活」 と 「産業」の構成比 が低下傾向を示 している
とは,見 て とれない。
そこで,復 帰後,つ い最近 まで全国平均の2倍
を超え る投資を行 ってきた 「産業」基盤投資の中
身 を,ち なみに垣間見てみよ う。 その構成比 を示
した表18に よれば,1976年 度(昭 和51年 度)に そ
の割合が宮崎 と全国に比べて沖縄 で大 きか ったの
は港湾 と空港 とで あ った。 ところが,1986年 度
(昭和61年 度)に は,全 国に比べて港湾 は依然 とし
てその割合の大 きいことが 目立 っているが,空 港
はそ うではな くなった。沖縄 の地理的条件の特殊
性 と,そ れへの対応による状況変化 とが,こ う し
た結果 とな って示 されている,と いえよう。




























































② 各指標 の算 出 は次 による。
a(市 町村 立お よびそれ以 外の公 園の面積)÷(都
市計画区域 内人 口)
b(応 募件 数)÷(公 募戸数)
c{(マ ンホー ル投入)+(処 理施設 処 理)+(下 水
道放流)+(浄 化槽)}雇÷(年間総排 出量)㎏
d{(焼 却 処理)+(高 速堆 肥化 処理)}tイ(年 間総
排出量)t
e(給 水人 口)÷(住 民基本 台帳 登載人 口)
f(現 在排水 区域面積)唖(計 画排水 区域面積)㎡
g(市 町村 立保育所収容定数)争(対 象者数)
h(市 町村 立幼稚園収容定数)÷(幼 児人 口)
i,j(校 舎 不足面積)㎡÷(不 足学校 に係 る必要 面
積)㎡
③ 各種比率の単位は%
(資料)沖 縄県 『市町村行財政概況』16集,35集 。
「生活」 である。「竺活」環境投資の内訳構成を示
した表19に よれば,と くに沖縄 の構成比 が高 い
といえるのは,1976年 度で水道 と文教施設 とであ
り,1986年 度では水道 と都市計画 とであ る。
一11一
っいでなが ら,沖 縄 における,1976年 度 と86
年度 との比較 を簡単 に試 みてお こ う。 まず表18
の 「産業」投資 では,1986年 度 に資金 の配分割合
が低下 したのは空港 と工業用水道 とであ り,逆 に
上昇 したの は国県道で ある。次 に表19の 「生活」
投資では,配 分割合が低下 したの は文教施設 と水
道 とであり,そ れ にもともと割合の小 さい環境衛
生 と厚生福祉 とであ る。逆 に上昇 したの は市町村
道 と都市計画,そ れに上昇幅がやや狭 まるものと
して街路 と住宅 とがある。 ただ し行政投資 の内訳
とい うものは,年 による変動が避 け られない。 そ
の意味で は,2つ の年度の対比だけか ら導 き出 さ
れた こうした特徴 に,傾 向 らしさを読み とろ うと
す るには,も う少 々の検討 を加える必要 が残 る。
そ こで,フ ロー としての行政投資か ら,ス トッ
クと しての施設整備水 準 に 目を移 してみ る こと
も,こ の場合,意 味がないとはいえない。国の投
資を含んだ行政投資の ス トック面への投影で はな
く,自 治体の投資 の投影であ るとい うズ レはあ る
のだが,参 考 まで とい う意味で,そ の公共施設整
備水準の,1973年(昭 和48年)か ら91年(平 成3
年)ま で の変化 を表20に 示 してお こう。 この表
は,"産 業"で はな く,い わば"生 活"ス トックと
しての表 だ といえ るのだが,さ きの表19で 拾 っ
た沖縄 における2っ の年度間の変化 と照 らしてみ
て,果 た して どうで あろ うか。表19で は,配 分割
合が低下 した4種 類の投資を,さ きに拾 った。 そ
の うち,文 教施設 について表20で は,小 ・中学校
の面積不足比率 の大幅低 下を中心 に,い くっか の
指標が事態の大幅 な改善を示 してい る。次 に水道
については,普 及率が99%に 上昇 してい る。環境
衛生で は,し 尿や ごみの衛生処理率 が飛躍 的に上
昇 している。逆に,表19で 割合が上昇 した投資 に
っいて も,実 は同様の傾向が見 られ るといって よ
い。すなわち,市 町村道の舗装率な どは急速 に上
昇 している し,公 営住宅の競争率 も半減 した。 こ
うしてみると,事 態が改善 したか ら投資の配分割
合が低 くなった とは,単 純にはいえそ うにないよ
うに思 える。 ただ,同 じように改善 され たもの同
士の間で も,日 常生活 にとって必要性 ない し緊急
性の高い もの,耐 用年数の短 い ものなどに対 して
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は,相 対 的には高 い投資水準が続 くと見て とるこ
とはできそ うで ある。 こうした着眼 は,さ きの表
18と19で2っ の年度を対比 させ て得 た特徴 を傾




これ まではそれ 自身の中身を概観 してきた。 ここ
では,目 を転 じて,そ れが沖縄財政の構造に もた
らしたい くっかの影響 にっ いて見てみる ことに し
たい。
まず,一 般財源の配分 にどんな影響 を もた らし
たか。さきの表10に 目を戻せば,国 庫支出金の配
分割合が全国平均 に比べて大幅に人 きか った普通
建設事業の補助事業費 に,一 一般財源の うちどの程
度の ものが振 り向け られているか といえば,そ れ
は4.5%で,全 国平均の5.1%よ りやや低 い。低 い
というのは,補 助負担率が高率であるため補助事
業費 の一 般財源依 存度が低 くて済 ん でい ること
(表12)に,恐 らくはかかわ りがあるだろ う。
しか し,で は単独事業費にっ いてはどうか とい
えば,一 般財源等 の配分割合 は全国平均の12.6%
に比べて7.0%と ここで も低 く,し か もより開 き
がある。単独事業費の一一般財源等への依存度 も,
補助事業費 の場合 ほどではないなが ら,や は り低
い 俵12)。 なぜか。地方債への依存度が高いか ら
である。地方債 への依存度が高 いとい うことは,
貸付金の財源構成 について もいえる し,さ きの普
通建設事業費の補助事業費 において さえ,小 幅な
違 いなが ら,い え るのである(表12)。
さきの表2で,県 の歳入全体 における地方債依
存度が1980年 代末 に突如 と して 上昇 し,10%を
超え るに至 った ことを知 った。後掲表32に 示 さ
れ るよ うに,全 国平均 より低位水準を維持 して き
た公債費比率 および公債費負担比率 は,1980年 代
末 に全 国平均 と肩 を並べ るに至 ってい る。 さ ら
に,こ れ も後掲表34に 見 るように,標 準財政規模
に対す る地方債現在高 の割合 は,全 国水準 に比 べ
て大幅に良 くない。 つまるところ,地 方債 の新規
発行 はな るべ く抑えたい動機 が県当局 に働 くはず
だ,と いうことになる。 なのになぜ,普 通建設事
業費や貸付金の財源構成 において,地 方債への依
存度が全国平均 よりも高 め られてい るのか。人件
費 と一般財源等 とのかかわ りが,そ れへの示唆を
提供 して くれるように思 える。
さきの表12に よれば,人 件費 の財 源構 成 にお
ける国庫支出金 と一般 財源等 との割合 は,そ れぞ
れ僅かに多いなが ら,全 国 平均 とおおむね同程度
である。だが,他 方,表10に よれば,人 件費への
配分割合 は,全 国平均 に比べて,国 庫支 出金 が大
幅 に低 く,逆 に一般財源等 が大幅に高い。 この食
い違 いは,な ぜ生 じたのか。全国平均に比べて,
国庫支出金の額 が多 く,逆 に一般財源等 の額 が少
ないか らで ある。1人 あた り額 の比較 は,国 庫支
出金 について はさきに紹介 したが,一 般財源等 に
っいて改めて いえば,1990年 度の決算 において,
全 国 平 均 の211,477円,宮 崎 の237,641円 に対
し,沖 縄 は195,549円 に とどまっている。つ まる
ところ,少 ない一般財源 を普通建設 事業費の補助
裏負担 に回 し,次 いで人件費 ・公債費等の義務的
経費に振 り向けると残額 は限定 され,そ れを他の
経費に配分 す るとい うわけである。 平行 して,補
助裏負担 と しての,そ して…般財源の配分を抑え
られ ることとなった他経費 の補てん としての地方
債 の発行が,否 応な しに行 われる。加 えて,こ う
した状況 は,1980年 代末 か らの国庫補助負担率の
大幅 カ ッ トによ って,さ らに緊迫 化 して きて い
る,と いえる。その一端 を,表21に よってうかが
うことがで きる。
表21は,一 般 財源 の性質別経費充当状況を,最
近数年間の推移 によって示 した ものである。充 当
構成比で も,ま た歳 出に占める割合で も,普 通建
設事業費 における割合が,傾 向的に拡人 して きて
い る。これ は,石 油危機後 の国家財政再建過程で,
国庫支出金 の支出が抑制 されてきた ことの反映で
あ る。支出が大幅 に削減 されたあ との1988年 度,
89年 度には,そ れが一段 と強 く表れている。充当
構成比 の表は,限 られた額の配分であるか ら,一 一
部の経費 に対す る割合が増せば,他 の経費に対す
るそれが当然 に減 る。人件費の継続 した低 ドが,
復帰20年 の沖縄財政
表21一 般財源充当の状況(県 財政) C%)
一13-一 一
区 分
充 当 構 成 比




































































































歳 出 に 占 め る 割 合
1983 85 87 88
72.3 74.2 75.2 75.1
22.4 30.0 35.4 35.2
96.1 90.9 87.5 ::1
69.9 72.2 73.3 73.3
8.2 9.9 10.9 14.9




73.4 73.2 74.5 74.5




























表22一 般財源充当の状況(市 町村財政) (%)
充 当 構 成 比 歳 出 に 占 め る 割 合
区分
1
1983 85 87 88 89 sa 1983 85 87 88 89 9Q
人 件 費 3fi.7 34.9 34.0 33.d 32.0 31.5 87.8 87.7 .. .. .. 88
沖 扶 助 費 4.4 5.4 5.5 5.3 1' 4.5 ・ zs.o 30.9 31.7 29.9 30
公 債 費 11 12.9 13.4 13.2 12.5 12.5 93.6 93.2 91.3 93.7 93.9 93.
小 計151.8 53.2 53.0 51.6 49.2 .・ 68.6 71.4 74.5 75.6 75.7 76.
普通建設事業費 19 .6 9.6 10.1 12.5 12.7 12.2 12.5 13.2 15.5 19.6 21.4 22.
縄 そ の 他 ・ 37.2 36.9 36.0 38.1 39.3 :1 7s.1 78.2 79.9 1 so
計 100.0 ioao 100.0 100.0 iao.o 100.0 48.8 50.3 53.8 55.9 57.6 61.
一 一 一_
人 件 費 32.8 32.1 30.3 28.7 27.3 27.4 ., .. ... 89.9 89.9 90.
1全
i
扶 助 費 3.7 4.4 4.4 4.1 3.6 3.5 24.9 30.3 33.5E 33.7 32.6 33.
1 公 債 費 13.9 14.5 13.8 12.8 11.7 11.3 90.5 so.7 90.3i90.8 9i.a 91.ヒ
ー
ー 小 計 50.4 51.0 48.5i 45.6 42.6 42.3 75.3 77.0 78.2178.6 78.7 79.
普通建設事業費 15.0
115
,816,318.8 19.4 1 31.7 37.4139,546.5 48.9 49.



















(注)「 全国」 の市町村 には大都 市,特 別区,… 部事務組合 も含 む。
(資料)『 地方財政統 計年報』,沖 縄 県 『市町村行財政 概況』,そ れぞれ各年版。
すなわ ちそれである。扶助費 も,X987年 度以降,
低下 して きてい る。おおむね同様の ことが,県 財
政 だけでな く,沖 縄の市町村財政 について もいえ
る(表22)。 国庫補助負担率の沖縄特例 は,も とも
と厳 しい一般財源の配分を より厳 しくし,長 期債
務へ の依 存度 を余儀 な く高め させて きて いる。
1980年 代後半以 降は,そ れ らの程度が さ らに加速
























































































































































































































































(資料)『 地 方財政統計年表』各 年版。
経費に見るほかの特徴
さて,国 庫 支 出金 へ の こだわ りか ら離 れて,経
費 に関 しまだ触 れ て い な い点 を,少 し拾 ってお こ
う。
これ まで の論 述 のな かか ら,県 財 政 にお け る普
通 建 設 事 業 が,市 町 村 と どの 程 度 の か か わ りを
も っ て い る の か が,ひ とっ の 関 心 と して残 され
た。2つ の側 面 か ら,見 て み よ う。
そ の1つ,補 助 事 業 費 の うち,市 町村 に対 して
交 付 され る補 助 金 の割 合 は,ど うか。表23の 示 す
と ころ に した が って計 算 して み る と,1980年 度
(昭和55年 度)か ら90年 度 へ か けて,沖 縄 の場 合
は11.8%か ら13.5%へ ほぼ 傾 向 的 に増 加 して い
る。宮 崎 で は10.8%か ら8.5%へ,ま た全 国 で は
10.3%か ら7.6%へ,ほ ぼ一一貫 して漸減 して い る。
す なわ ち,こ こで は,沖 縄 で の割 合 が高 い こ と,
および他 は漸減 しているのに沖縄 は増えているこ
と,以 上の2点 に注 目したい。端的にいえば,補
助事業 における市町村 の役割が他に比べて高 いこ
と,な らびにその役割 が他で は低下傾向にあるの
に沖縄で は逆 に高ま りっつ あること,と い うこと
である。
だ が,同 様 の ことを単独事 業費 につ いて見 る
と,事 情が逆転す る。すなわち,単 独事業費の う
ち,市 町村 に対 して交付 される補助金の割合 は,
同 じ く1980年 度 か ら90年 度 へ か けて,宮 崎 が
8.8%か ら13,5%の 間を前後 し,全 国 が12.6%か
ら7.9%へ おおむね傾向的に減少 しているのに対
し,沖 縄で はおよそ2%台 を前後 している。 沖縄
における割合 の,極 めて小 さい ことが特徴的であ
る。 すで に見たように,沖 縄県財政では一般財源
が窮 屈で あ ることの,こ れ は反 映な のであ ろ う
か。































































1宮 82159.7 55.7 4.Oj34.4
8460.6 57.9 2.7i33.7
86159.9 57.6 2.3 34.7

























































県が他へ交付す る補助金 の中で見 てみた ら,ど う
か。表23に よって,ま ず補助事業費 に関 して見 る
と,宮 崎が67.7%か ら78.3%の 間で,ま た全国が
65.5%か ら71.4%の 間で それぞれ前後 して いる
の に対 し,沖 縄 で は63」%か ら70 .6%の 幅 と
な っていて,相 対的 に低 い。
同様 の ことを単独事業費につ いて見 て も,お お
むね宮崎 が60～92%,全 国が73～77%で あ るの
に対 し,沖 縄 はほとん どの年度 が50%ほ どで,こ
こで も相対 的な低 さが 目立 っ。以上,補 助 ・単独
両事業 の補助金の内訳で見 た市町村 の地位 の相対
的低 さは,逆 にいえば民 間への依存が相対的 に高
いことを意味す る。 これは,何 を語 るものであろ
う。
ところで,類 似の試みを,市 町村財政 について
行 ってみると,ど うか。表24に よれば,普 通建設
事業費 にお ける県営事業負担金 の割合 は,宮 崎 と

























































討 と合 わせていえば,普 通建設事業 における県財
政 と市町村財政 との相互関連 の淡泊 さを示 す,こ
れ もひ とっの例 といえようか。
表24で は,加 えて次の ことに も注意 してお き
たい。 その1つ,普 通建設事業費全体 に占める補
助事業費の割合が,目 立 って大 きい こと。宮崎お
よび全国のそれ との乖離 が,県 財政 の場合 を遙 か
に上回 る。補助金 の交付 を通 して浸透 す る国の意
向が,沖 縄で はよ り強 く市町村 に及んでいる,と
い ってよいだ ろう。そ して その2っ,単 独事業費
の うち,他 へ交付 され る補助金 の割合 が,沖 縄で
は小 さい。すなわち,そ の割合 は,1980年 度 か ら
90年 度へかけて,宮 崎が6～9%の 間で,ま た全国
が4.4～5.7%の 間で前後 しているのに対 し,沖 縄
は2.7～4.5%の 範囲で動 いて いるのであ る。さき
の県 の場合 とは逆 に,市 町村で は民間への依存が
小 さい,と いえるのであ ろうか。
f




























































































































































































































































































































































































































i.s 1.7 0.3 12.6 4.4 1.8 1.3
一 6.0
0.7 0.5 Q.1 2.9 0.7 1.0 0.7
一 1.7
1・ LO 0.1 0.4 2.6 0.4 Q.2
} 1.9
0.3 o.s 0.1 0.6 i.o 0.4 0.3
㎜ 1.6
1.5 0.5 0.3 2.4 0.7 2.9 2.4
㎜ 3.7
22.7 37.6 32.6 75.7
・1. 8.0 4.3 16.0 8.6
1.8 2.1 0.3 16.0 23.$ 1.8 1.0
一 1.7
0.5 0.5 0.2 3.3 3.3 o.s 0.4 0.3 0.4
12.6 21.8 20.4 32.3 38.3 2.2 o.s 14.5 3.7
5.0 8.3 7.a ・ 17.6 2.3 1.6 o.s 1.9
z.s 4.9 4.8 5.6 7.7 1.1 0.7 0.4 1.1
59.6 57.2 63.6 8.6 3.5 57.0 61.2 84.0 2a.5
24.5 19.1 21.6 0.1 o.i 26.0 ・ 47.1 7.4
16.1 21.4 24.0 1.8 2.7 7.3 7.9 29.9 4.6
3.5 5.0 5.6 o.o
一 1.3 1.4 4.5 1.1
11.2 6,716.8 6.3 0.2
.,
19.2 0.6 4.3
6.9 4,515.0 0.1 o.o 10.9 12.0
一 2.1
2.1 1,011.1 o.o o.o 3.6 3.9 0.6 0.7
2.2 1.20.s6.2 o.z 3.7 3.3
一 o.s






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(資料)「 地方財政統 計年報』1992年 版 。
復帰20年の沖縄財政
ところ,建 設事業 における政策的力点 の違 いだ と
いえよう。ただ し,沖 縄 に限 って見 る限 りでは,
土木費 への配分が最 も高 くて50%を 超 え,農 林水
産 業費へ の配分 がそれ に次 ぐ。土木費 につ いて
は,道 路橋 りょう費が大 きな割合を占めているの
は全国 の場合 と同様であ るが,全 国に比べてとい
うのであれば,港 湾費 と住宅費への配分割合 の高
い ことが注 目されてよい。
どんな事業 にその経費配分 を しているのか。復帰
20年 を間近 に した1990年 度(平 成2年 度)の 状況
を,表25に よ って跡づ けておこう。全国平均 と比
べて直ちに目につ く特徴 は,農 林水産業への配分
が大幅に高 く,他 の款 としての経費 はいずれ も低
い,と いうことである。 なかで も,と くに農地費
への配分の大 きいことが注 目され る。 これに対 し
て,土 木費への配分 は,全 国 の場合 よ り低 い。土
木費の うち,河 川海岸費 と都市計画費への配分の
低 いのが目につ く。
全国の場合 と比べての こうした違いは,っ まる
では,見 る角度を変 えて,目 的別経費 ごとに,
普通建設事業費がどの程度の割合を占めているか
を見てみ よう。表26に よって1990年 度の状況を
見てみ ると,そ の割合が全国 に比べて高 いのは,
農 林水産業 費 ・土木 費 ・教育 費で あ る。 この う
ち,土 木費 と教育費 とは,さ きの表25で,普 通建
設事業費 の配分割合 の相対 的 に低 い経 費で あ っ
た。に もかかわ らず,今 度 はなぜ高 いのか。表27
が示すよ うに,1人 あた り経費が,普 通建設事業
費 に比べて土木 費 のほ うが遙 か に低 いか らで あ
り,か つその開 きが全国 より沖縄 のほうが大 きい

























































































































































































































































































(資料)『 地方財 政統 計年報』各年版。
復帰20年 の沖縄財政
表29土 木費の構成(市 町村財政) (%)



















年度 橋費 費 費 費 費 費 費 理等 費 他
・:1
37.5 3.8 5.6 37.5 7.9 14.9 5.4 9.3 10.9 4.7 ioo.o
沖 82 38.5 3.8 4.6 35.4 8.3 13.3 5.4 8.4 11.1 6.7 100.0
84 40.4 3.9 3.0 35.5 9.8 10.9 5.1 9.6 13.9 3.3 100.0





















i':1 s7.o 1.6 1.4 31.8 6.8 5.3 9.7110。0121,3 6.9
1
100.0















































1.5 39.3 8.0 8.4 13,519.3111.3 8.5100.0















(資料)『 地方財政統 計年表』各年版 。
か らである。それに して も,教 育費 における普通
建設事 業費 の割合が全 国 に比 べて大 幅 に高 いの
は,注 目されてよい。
ここで,っ いでなが ら,土 木費の内訳構成 を,
最近 の四年 間ほど,跡 づ けてみよ う。表28を 見 る
と,道 路 橋 り ょう費 の割合 が最 も高 い とい うの
は,宮 崎や全国 の場合 と同様で ある。だが,そ の
程度 は,宮 崎 を僅 かで はあれ下回 って推移 してい
る。宮崎や全国では,そ れに続 くのは河川海岸費
であるけれど,沖 縄 では,時 によ り住宅費であ り,
また都市計画費である。
同 じ土木費の構成を市町村にっ いて見 ると,事
情 はかな り変 わ る。すなわち表29に よれば,構 成
比 の最 も高 いのは道路橋 りょう費であるとはいえ
ず,全 国の場合は1980年 代 にはいってす ぐ,ま た
宮崎や沖縄 の場合 は80年 代の後半 にはい って,1
位の座 を都市計画費が 占め るよ うにな った。都市
計画費 の内訳で は,沖 縄 は,公 園費 の割合 が高 い
半面,下 水道費の明 らかに低 いのが目につ く。 な
19
お,港 湾費の比重 は,宮 崎や全国に比べて高 い。
もうひとっ,つ いでなが ら,土 木費 に続 けて,
民生費の内訳構成 を,こ こで見ておこう。 さきの
表5を もう一度振 り返 って見 ると,歳 出総額 に占
め る民生費の割合 は,1980年 代を通 して,宮 崎 と
全国 はやや堅調 に推移 しなが らも80年 代後 半に
は低下する傾向を見せている。 これに対 し沖縄 の
場合 は必ず しも低下す る傾向を見せているとはい
えず,し か も継続 して相対的に高い水準を維持 し
ている。 このあた りの事情 を民生費 の内部に限 っ
て見 てみ ると,表30が 示すその構成比 によれば,
まず,低 下 す る傾 向を見せて いな いの は1980年
代を通 して老人福祉費の比率 の上昇幅が宮崎や全
国に比べて大 きい こと,次 に,高 い水準 を維持 し
てい るの は宮崎や全国 と同様 に生活保護費 の比率
が低下傾向を見せているなかでなおその水準が相
対的 に高い こと,な どにひとっの理由が見出せそ
うであ る。












































































































































































































































































に 目を戻 せば,歳 出総 額 に占め る民生 費 の割 合
は,1980年 代 を通 して宮崎や全国の場合 とほぼ同
様 の動 きを示 している。 その水準 も,全 国に比べ
てやや高い,と い う程度であ る。 ただ,表31に
よって民生費の中身を見 てみ ると,宮 崎や全国 に
比 べて生活保護費 の構成比が高 く,老 人福祉費 の
比率が低い,と いう特徴 が目にっ く。老人福祉費
の状況 は,表30の 県財政 におけるその状況 とは,
異 なっている点 に関心が残 る。
"財 政 依存"
沖縄 の財政 力指数 は,表32に 示 され るように,
低 い。過去10年 間 に多少 の上昇 が見 られ るとい
えたところで,そ れ は低 いとい う大勢 にほとんど
影響がない。何 よりも,冒 頭の節で見たように地
方税収入が極端 に少 ないか らである。加 えて,一
般財源 と してみて も,沖 縄 は相対的 に窮屈である
とい うことが,財 政運営の全体像 をきび しく描 こ
うとする。
た とえば,実 質収支比率であ る。表に見 るよ う
に,1980年 代の半 ばごろまでは,き びしいなが ら
もまずまずの水準を保 って きていたが,そ れ以降
は1を 割 ることが多 くなった。低下 しっっあ ると
い う限 り全国の傾向 と同 じであり,か っ全国の水
準 よ りゆ とりが残 されているといえば,そ うもい
え る。 しか し,低 下の速度 はむ しろ早 いといえ る
点に注意 したい。
実質収支比率 は標準財政規模,す なわ ち一般財
源の望まれ る標準的 な規模 とのかかわ りを示す指
標である。 同様の ことがいえ る指標 と して もうひ
とっ,公 債費比率を とりあげてみ ると,表32に 見
るように,そ れは次第 に上昇を見せ,最 近で は全
国平均 と肩を並べて高原状態 にあ る。10%以 下で
あ るのが望 ま しいとする見方か らすれば,最 近 の
水準 は安心 してよい水準だ とはいいきれず,財 政
構造 の弾力性の低 ドが気 に懸 って くる。
公債費一 地方債の元利償還の額 一一 に振 り向
けた一般財源の額 を,今 度 は現実 に収入 した一般






























































































(注)①1全 国」 は全 都道府 県 を示す。② 「全国」 の各指標 の うち 「財政 力指 数」 は単純 平均,そ の他 は加 重平 均。③各指標
の算出 は次 による。
蹴 支膝 讐 欝 講 蝉 ×1・ 公騰 担蹄 翠 鵯 繍 黙1・ ・
実質収支瞳 勲 礁 囎 轟雛 噌蔽 不寸税醗 ・1・
財政 力指数=当 該年 度 を含む直近3力 年度 にお ける基 準財政 収入額 を基準財 政需 要額で除 して得 た数値 の単純¥/均
値。
公囎比率遜讐 輪 撒 議鵠購 難欝 齢 ・1・・
(資料)『 地方財政 自書』1992年 版,『 地 方財政統計年 報』1992お よび1990年 版,沖 縄県 資料 。




































































債費負担比率で見 てみ ると,こ こ数年間,10%を
やや超え続 けて いる。 これ も,公 債費比率の場合
と同様 に,弾 力性 の低 ドが気 に懸 る ところで あ
る。
弾力性 の低 ドといえば,経 常収支比率 の動 向に
目を向けないわけにはいかない。80%を 超 えない
ほ うがよいとい う見方 に従 うな ら,沖 縄 は継続 し
て その水準 を超 え,一 時 は89.8%に 達 して もい
た,と いうのは問題 になるところである。 なぜ高
いのか に対す る答 えは,内 訳である人件費 にかか
る経営収支比率 が高 いか らであ ると,表32は 示
す。人件費の比率 の高 い主 な理 由に,復 帰前に琉
球政府 はいわば国 と地方の事務を ともに抱えて い
た こと,な らびに多 くの離島よ り成 る県である こ
と,な どがあ る。 しか し,思 うに,理 由はそれだ
けで はない。 もうひとっの内'訳である公債費の経
常収支比率を見 よ う。全国のそれ と同様 に,1980
年代半 ばまではその比率 は上昇を続 け,そ の後 は
低下 して きている。 だが,そ の低 ドの速度 は全国
の場合 より大幅に遅 い。 それ は,な ぜか。 これま
で述べて きたなかか ら得 られ る重要な示唆 は,こ
の比 率 の分母 で あ る経常 一般財 源 の額 が きび し
い,と いうことである。 きび しくと も,1980年 代
半ば ごろまでの比率 が目立 たぬ水準 を維持で きた
のは,表2が 示 していたように,過 去 における地
方債依存度 が低 く,し たが って発行額が相対的に
少ない状態 で済んで きていたか らである。同表が
同時に示 していたよ うに,1988年 度か らの依存度
が急 上昇 しているので,い ずれ公債費にかか る経
常収支比率が,ふ たたび上昇 し始 める可能性 が,
多分 にあ る。それは,当 然 に,全 体 と しての経常
収支比率 を押 し上 げることとなるだ ろう。 ともあ
一22一 復帰20年 の沖縄財政
表33各 種財政指標の推移(市 町村財政) (%)







































































































































































(注)① 「全 国」市町村 の各指標 は,大 都市を含 むが,特 別区 と一部事 務組合 は含 まない。 ただ し公債費負担比 率 はそれ らを
含 む。②表32の(注)② および③ に同 じ。















































































(注)① 単位:「 沖縄」 は百万 円,「 全国」 は億 円。 ただ し 「比率」 は%。 ② 「全国」 は47都 道府 県の合計。
(資料)『 地方財 政統計年報』各年 版,お よび沖縄 県資料。
れ,上 述 の,人 件費 にかかる経常収支比率を高あ
る理 由の もうひとつ に,通 常一般財源収入の きび
しさが存在 してい ることは,同 時 に指摘 できるこ
とであろうと思われる。
ところで,以 上の状況 は,市 町村 の場合 は,大
分異 な って表 れる。表33に よれば,財 政 力指数 は
県財政 の場合 と同様 に低 いのだが,地 方税収入が
少 な く,か つ一般財源収入 もきび しいなかで,実
質収支比率 は県財政の場合 よりゆ とりを維持 し,
全国 とおおむね同水準 を保 っている。 だが,公 債
費比率 と公債費負担比率 とが,最 近 は全国の水準
を超え るよ うにな り,県 財政 の比率を もかな り上
回 って きている。15%が 要注意水準で ある見方か
らすれば,市 町村財政 の弾力性 はかなり損われて
きっっ ある,と い ってよい。
に もかかわ らず,経 常収支比率 は,県 財政 ほど
高 くはない。 それは人件費の経常収支比率 が県財
政の場合よ り低 いことに基づ くものであ り,そ れ
は恐 らくさきに述 べた県の置かれた2つ の特殊事
情が,市 町村 では原則 と して存在 しないか らであ
ろ う。 しか し,経 常一般財源が きび しいだろうこ







































































































(注)① 単位:「 沖縄」 は百万 円,「 全国」 は億円。 ただ し 「比 率」 は%。 ② 「全国」 の市町村 は大 都市 および特別
区 を含 む。
(資料)『 地方財政 自書』,沖 縄県 『市町村行財政概況 』の それぞれ各年 版。
表36主 要指標の他県対比 その変化
復帰前後 最近
沖縄 宮崎 全国 調査時 沖縄 宮崎 全国 調査時
1人 あたり県民所得 千円 467.9 493.1 711.0 1972年 度 1,743 1,890 2,378 ・....年 度
求人倍率(一 般)倍 0.19 0.56 1.75 ノノ 0.49 1:1 1.16 1989年 度
〃(新 規学卒 ・高校)倍 0.48 o.7s 3.13 1973.3 0.74 0.95 2.57 igsa.s.3a
生活保護率% X2.7 23.6 12.7 1972年 度 15.2 10.7 8.2 1989.10
電話普及率 台/1000人 8.5 12.1 18.2 1972.3.31 391 417 446 1990.3.31
1人 あたり畳数 畳 3.9 5.5 6.1 197Q.10.1 7.1 8.7 9.2 1985.10.1
進学率(中 学から)% 74.7 82.8 89.4 1973.5. 91.0 ・,, 95.1 1990.5.1
〃(高 校から)%
25.2 24.1 31.2 ノノ 19.E 28.5 30.6 ノ!
人口10万 人 あたり病床数(病 院)床 584 1365 1030 11972.12.31 1538 1813 1348 1989.10.1
〃 医師数 人 42 $9 117〃 137 146 158 1988.12.31
1人 あたり道路延長m 1.2 2.? 9.81973.3.31 5.6 15.3 9.0 1989.4.1
自動車1台 あたり道路舗装延長m 6.8 27.4 15.6 ii 4.3
旨
5.0 4.6 〃
水道普及率% ・1 75.0 85.4 〃199 .5 92.1 94.4 1990.3.31
ごみ処理実施率% .. 71.0 ・r・ 〃 99.9 99.8 99.9 〃
し尿処理実施率%173・ ・ 68.4 69.2 〃 21.0 .. 34.9 〃
(資料)沖 縄県 『主 要指標 の全国 ・類似県比較J(1974年11月),同 『主要指標 の動 向 と全国 ・類似 県比 較』(1991年7月)。
りきび しい といえそ うである。 すなわ ち,公 債費
の経常収支比率にっ いて,県 財政 の場合 と同様 の
ことがいえるほか,県 の比率を常 に大幅に上 回 っ
て推移 してきているか らであ る。
うえに示唆 されたように,今 後の財政運営 に,
目が離 せない。将来展望 とい うことで,と くに関
心をひ くのは,長 期債務 に関 してである。長期債
務の現状を示 したのが,表34(県 財政)と 表35(市
町村財政)と であるが,ま ず表34か ら見 よう。長
期債務 の支払能力 は,標 準財政規模 との相関関係
によって,端 的 に示 され る。表 に見 るよ うに,最
近 におけるその比率 は,全 国 のそれに比べて,か
な り良 くない。表35の 市町村 の場合 につ いて も,
おおむね,同 様で ある。1981年 度 には全国 の場合
よ りかな り良 い状態 にあ ったことか らすれ ば,悪















































　 　　　 　　 　　 ヨ　 　　　　　 ヨ
明 日を担 う人材の育成 と国際/
1化 への対応
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6国際交流の場の形成
_鍵 慧畿 離 劉1_
(注)① 各次振 計(沖 縄振興開発計 画)が 掲 げる 「振興 開発の基本方 向」 の項 目であ る。 ② 「第2次 振計点検 報告書」 は第3次 振計
策定1年 前の1990年3月 に沖縄県が作成 した もので,参 考 までに掲 げた。
市町村 における財政運営 は,復 帰20年 のいま,難
路 にさ しかか ろうとしている。
思 えば20年 前,県 民を代表 して琉球政府が掲
げた 日本政府へ向 けた言葉 は,"っ ぐないの心"で
あ り,そ の,"本 土 との格差是正"へ 向 けての具体
化であ った。何 をもって格差是正 というのかにっ
いて は議論の残 された ところであ るし,い まなお
それ は残 されているといってよいだろ う。 いま,
県民生活 という側面か らその一端を,限 られた資
料 のなかか ら抽 出 して示 せば,表36の とお りで
あ る。表 の うち,生 活環境の概念 に属 しそ うに思
われ る指標 について は,そ の ほとん どが この20
年近 くの間に,か な りの改善を見せてい る。 なか
には本土水準 を上 回るもの も出てきてい るが,ま
だそれは極 めて一部分 にす ぎず,多 くの指標 は,
改善 が見 られ るとはいえ,本 土 との間 にまだ一定
の格差 を残 している。
それ らとは別 に注 目したいのは,1人 あた り県
民所得 にお ける格差縮小の足 ど りが とくに遅 く,
なお本土水準 の73.3%に とどまっていること,な
らび に求人倍 率がか な り低水準 の状 態 にあ るこ
と,に ついてである。経済面 における格差の現状
を,20年 間を振 り返 るなかでどうとらえるか は,
いま改めての重 い課題 とな って いる。
復帰後の沖縄 の振興開発 は,10年 計画 としての
沖縄振興開発計画に基 づいて行われてきてお り,
今年(1992年)9月 末の閣議で,そ の第3次 計画 が
決定 された。 いま,1次 か ら3次 までの同計画が
掲 げ る振 興開発 の基本方 向を表示 す ると,表37
のとお りとなる。第1次 計画の5番 目に位置づ け
られた 「産業の振興開発」が,そ の後 の計 画で は,
「特色 ある……」 とか,「 自立化 を目指 した……」
とかの形容が冠せ られて,上 位 に とりあげ られる
よ うにな った。 に もかかわ らず,と いうのが さき
に触 れた20年 経 って の現状で あ り,ま たそ うで
あればこそ今後へか けての懸念 ともなる。県民 の
間に,こ うした点 にこだわ る人 びとが少 な くない
と聞 くが,そ れ らの人び とか らは,失 望や らいら
だた しさや らを込 めて,沖 縄の社会 は"基 地依存"
か ら"財 政依存"へ 変わ った,と の声が聞かれ る。
"沖縄"が 抱え る問題 は極めて複雑であ る
。第三
者 による論評 をなかなか許 しそ うにないのが"沖
復帰20年 の沖縄財政
縄"で ある,と 私 は思 う。 ま して冒頭 で述べたよ
うに,「沖縄の財政 に視野を限 って」筆 を進めて き
た本稿であれば,そ の 「視野」 をはみ出ることは
許 され ない,と も私 は思 う。にもかかわ らず,"基
地依存"か ら"財 政依存"へ 変 わ った との言葉 に
一一25一
は,重 い関心 を,い ま,抱 く。 どう変わ ったか は
別に して,変 わった財政依存 とは何か,に っ いて
財政 の中側か ら見 た限 りにおいてのひとつの答え
が本稿だ,と いうことにな ったよ うであ る。
